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要 約

資本所得課税は，総合課税（包括的所得税）のアキレスの腱である。それは，キャピタ

ルゲイン，減価償却額の評価，不良債権額の評価など発生ベースで課税所得をとらえるこ

とが困難なことによる。問題はまた，インフレにせよ，デフレにせよ，物価変動の生じて

いる時には，さらに困難となる。とくに，インフレの過程で，住宅などの実物資産を購入

した時のローンの支払利子を課税ベースから控除してきた欧米諸国，とくに限界税率の高

かった北欧諸国では，資本所得への課税の実効性が問題となり，資本所得課税は，むしろ

不公平な税であるという問題が生じた。この問題は，１９７０年代から８０年代の前半にかけ

て，欧米では猛威をふるった。

こうした「古典的」な問題に加えて，資本の国際移動がますます激しくなり，資本所得

に高い税率をかけることは困難となっている。そうしたなかで，北欧の二元的所得税を理

論的に支えたデンマークの経済学者であるゾーレンセンは，資本所得課税改革の背景を次

のように指摘している。

「１９９０年代初期の税制改革を断行した北欧の政治家は，資本所得のすべてにわたって５０％

を超える限界税率をかけることはできないという事実をハッキリ認めた。これは，政治的

に勇気ある決断であった。そして，資本所得に勤労所得より低い税率を課すと決めた以

上，資本所得への課税は，透明，均一かつ整合的でなければならないと結論づけたのであ

る。この考え方は，純粋な租税の理論家にはアピールしないかもしれないが，多くの国の

税制に大きな改善をもたらすであろう。」

こうしたなかで，この論文の目的は，資本所得課税の展開をさぐり，資本所得課税に関

する日本の選択を明らかにすることである。検討は，資本所得課税の理論から始めた。そ

こではまず，はじめに述べた，総合課税による資本所得への課税の根本的問題である，所

得を発生時点でとらえることの難しさと，この困難は物価が変化する場合に増幅すること

を掘り下げて検討した。

続いて，資本所得の改革を資本所得課税の廃止を前提とするファンダメンタル・リフ

ォームと，所得税を生かしつつ，資本所得課税を改善する考え方にわけて検討した。ファ

ンダメンタル・リフォームとして，支出税とアメリカの経済学者であるホール・ラブシュ

カらの提案しているフラット・タックスを取上げた。支出税では，個人の支出額を算定し

てそれに課税するのに対して，フラット・タックスでは，経済全体では消費型の付加価値

に課税するが，それを企業と個人に配分して課税する。その結果，企業ではキャッシュフ

ローが，個人では労働所得が課税ベースとなる。いずれも，大きな税制改革であるので，

実際の制度としては施行されていない。
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所得税の枠内での資本所得税の改革として，包括的企業課税，二元的所得税，およびオ

ランダのボックス・システムの検討を行った。包括的企業課税は，企業の資金調達の中立

性を達成する一つの仕組みとしてアメリカの財務省が検討したものである。その結論は，

企業と個人所得の税率が一致していれば，企業段階で支払利子の控除を認めず課税するこ

とによって，個人の受取る資本所得への課税を代替することができるというものであっ

た。

二元的所得税として，その原則にもっとも即していると言われているノルウエーのケー

スを検討した。資本所得に対する税の歪曲をできるだけ少なくするが，所得税からの税収

も確保したい。そうした背反する目的を達成するために，すべての所得を含む「一般所得」

と，労働所得だけからなる「個人所得」の二つのグループを設けて，「一般所得」には「個

人所得」と比べて低い一律の税率が課されることになった。また，自営業者の所得をこの

二つのグループの所得に分けることには困難がともなうが，それがどのように行われてい

るかについても検討した。

オランダのケースでは，持ち家を除く資産を一つのグループ（ボックス）に入れ，そこ

では，資本所得ではなく，一定のみなし保有課税が行われることになった。

以上を踏まえて，日本の資本所得課税には二つの特徴があること，すなわち，総合課税

は施行されてこなかったこと，および，不動産への行き過ぎた投資を抑える一方，銀行を

通じた間接金融を重視したため，家計には住宅ローンの支払利子控除を認めてこなかった

ことを指摘した。

そうした日本の資本所得課税改革の要として次の３点を指摘した。すなわち，

・家計が危険資産に投資することによって生じる損失を国も税制を通じてシェアしてい

くこと，

・個人と法人の所得税率をできるだけ等しくすること，

・今後，相対的に負担の高まる労働所得への課税も同時に見直す必要があること，そし

て，そのための一つの工夫としては，タックス・クレジット（税額控除）があること。

こうした資本所得課税についての検討を通じて感じることは，二元的所得税であれ，オ

ランダのボックス・システムであれ，資本の国際移動がさらに激しくなるなかで，けっし

て安定した制度ではなく，今後さらに改革がなされるだろうということである。アメリカ

のかかえる問題もまた大きい。アメリカの連邦政府は，消費への課税を行っていない。い

わば所得課税一本槍である。世界中で資本所得課税の改革が進む中で，不完全なものでは

あっても総合課税を維持しつづけることは可能であろうか。アメリカが，将来フラット・

タックスなどによるファンダメンタル・リフォームを断行する可能性もあるかもしれな

い。

このように考えてくると，とりあえずは分離課税を張り巡らし，それがずっと続いてい

る日本の資本所得は，時代に取り残されるように思われてくる。銀行を通じた資金供給

ルートがほころび，これからますます海図のない世界で個人や企業がしのぎを削るなか

で，資本所得課税は，最低限，リスクに対してもっとフレキシブルでなければならないで

あろう。
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Ⅰ．はじめに

所得は，労働，資本や土地などの生産要素へ

の報酬から成り立っている。個人所得への総合

課税（包括的所得税）とは，そうした報酬をす

べて合算して課税する仕組みである。アメリカ

の所得税や日本でもシャウプ勧告のゴールとし

ているものは，この総合課税である。

しかし，総合課税は大きな困難が伴うことが

明らかとなっている。そのアキレスの腱は，ど

のようにして資本所得に税金をかけるかである。

株式や土地などの保有から発生したキャピタル

ゲインにどのようにして課税したらいいのであ

ろうか。発生はしたが，実現していない利得や

損失をどのようにして扱うのか。同様に，持ち

家のようにそこに住むことで帰属家賃が生じて

いる場合，それにどのようにして税をかけるの

か。このような所得への課税がしっかり定めら

れず，その他の所得に比べて課税上有利であれ

ば，そうした所得を生む資産への投資が誘発さ

れ，家計のみならず，一国全体の資産形成に大

きな影響を及ぼす。また，課税上，利子所得を

キャピタルゲインに変えるような節税対策が後

を絶たないであろう。

問題は，キャピタルゲインや帰属家賃にとど

まらない。減価償却額の評価，その他保有資産

の評価など，発生ベースや時価に基づいて課税

所得をとらえることが困難な資産が，たくさん

ある。また，インフレにせよ，デフレにせよ，

物価変動の生じている時には，課税所得に対す

る物価調整が必要となるが，それは容易ではな

い。

この問題は，インフレと低成長に見舞われた

１９７０年代から８０年代前半までのアメリカやヨー

ロッパ諸国で猛威をふるった。総合課税のもと

では，労働所得と資本所得を合算した額から，

持ち家などのローンの支払利子を控除できる。

この時，ローンの名目金利はインフレ率を含ん

だ高い率となるが，それが課税所得から控除さ

れると，皮肉なことに限界税率の高い金持ちほ

ど得をすることになる。その結果，総合課税の

もとの資本所得課税は，不平等税制だという認

識が，ヨーロッパ諸国ではとくに強まっていっ

た。

こうしたなかで，世界中で１９８０年代に入って，

経済の活力を取り戻すために税制改革が模索さ

れた。その一つが，労働所得と資本所得を分け

て，資本所得には一律の税をかけるという二元

的所得税である。それを理論的に支えた，デン

マークの経済学者であるゾーレンセンは，当時

を振り返って次のように述べている。

「１９９０年代初期の税制改革を断行した北欧の

政治家は，資本所得のすべてにわたって５０％を

超える限界税率をかけることはできないという

事実をハッキリ認めた。これは，政治的に勇気

ある決断であった。そして，資本所得に労働所

得より低い税率を課すと決めた以上，資本所得

への課税は，透明，均一かつ整合的でなればな

らないと結論づけたのである。この考え方は，

純粋な租税の理論家にはアピールしないかもし

れないが，多くの国の税制に大きな改善をもた

らすであろう。」（Sorensen，２００１）

いうまでもなく，この改革の背後には，上で

述べたように資本所得にどのように課税するこ

とができるかという総合課税の宿命的な問題が

ある。しかし，北欧諸国でいち早く抜本改革が

なされたのは，資本の国際的な移動が自由で

あったからである。そうしたなかで，総合課税

のもとに資本所得に高い税を課すことは不可能

である。一方，手厚い社会保障を維持していく

ためには，税収の確保が必要である。現実的な

解決策として，資本所得と労働所得を分けて課

税するしか方法はなかったのかもしれない。

こうした資本所得課税の展開のなかで，日本
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の資本所得課税のかかえる問題とは何であろう

か。日本では長い間，資本所得の多くを労働所

得などから分離課税することによって，１９７０年

代や８０年代に欧米諸国が経験した資本所得課税

の問題を回避することができた。しかし，これ

は利子所得，配当所得やキャピタルゲインのそ

れぞれを分離して扱うことによっていたためで

あり，危険資産を保有することによる損失を投

資全体のなかで相殺することは，認められてこ

なかった。すなわち，国には投資損失の控除を

認め，税負担を軽減することによって投資家と

リスクをシェアするという考えはなかった。

一方，投資家である家計のサイドでも，株は

資産の重要な一部というよりも，資産は，預金

と土地で形成されてきた。銀行の信用と土地神

話に裏打ちされ，お金は銀行か郵便局に預け，

家を買うことが多くの日本人の投資戦略であっ

た。バブルの時期とかそのほかブームの一時期

には個人株主も活発に投資をしたが，これは投

資というよりも投機に近いものであった。

バブルがはじけ，企業はもはや土地を担保に

して銀行からの借金で投資資金を調達すること

は，困難になってきた。そうしたなかで，投資

資金の調達は，内部資金を除けば，株式やその

他債券などを通じた直接金融によらざるを得な

い。こうした直接金融を通じて資金が配分され

ていくためには，資金の供給サイドである個人

に幅広い資産選択の機会を与えることが必要で

ある。そのために税制のできることは，課税に

よる資産間の収益への歪みを可能な限り小さく

すること，および，損失の繰延べや資産間の損

益の通算によって，投資リスクを個人とシェア

しあうことである。

また，税制以外にも，個人の投資の幅を広げ

ることが重要となってきている。日本の公的年

金は，月収の２０％にも近い負担を勤労者に一方

的に課すことによって，老後の所得のために個

人による投資の機会を奪ってきたが，報酬比例

部分の年金を民営化し，個人勘定に移すことに

よって，個人投資の可能性は飛躍的に増大する。

負担を先送りすることで，金融資産としてみれ

ば，世代間で収益率が大きく異なり，後代世代

ではマイナスの収益率となる公的年金を改革し

て，今後，資本市場を通じて老後の所得を保証

する仕組みが重要となってくるであろう。

以上，総合所得税における資本所得税の問題

と，ポストバブルの日本が求める資本市場とそ

の課税のあり方について述べた。この論文の目

的は，資本所得課税をめぐる議論をさらに深め，

わが国の資本所得課税のあり方を示すことであ

る。次節では，上で指摘した総合課税による資

本所得課税の問題について論点整理を行う。第

Ⅲ節では，資本所得課税を廃止し，消費に課税

ベースをもとめるファンダメンタルな改革につ

いて述べる。所得税に代わって消費（支出）を

課税ベースとする考え方自身は古くからあった

が，それを現実の改革としようという試みがア

メリカでも，イギリスでも北欧諸国でもあった。

いわゆる支出税であり，これは，付加価値税と

は異なり，個人の所得から貯蓄を控除した消費

部分に直接課税をすることを目指している。支

出税という名前は使っていないが，消費型の付

加価値に直接課税しようと試みているのが，

Hall-Rabushka（１９９５）らのフラット・タックス

の提案である。ここではこれらの提案の考え方

を紹介する。

第Ⅳ節は，所得税を生かしつつ，そのなかで

資本所得課税を行おうというより現実的な改革

案である。現実的であろうとするためには，改

革によって追加的な問題が生じるなどコストが

かかる。この点を念頭において，ここでは，ア

メリカ財務省の報告書で検討された，包括的企

業所得課税（CBIT : Comprehensive Business In-

come Tax），北欧の二元的所得税のなかでも，

もっとも資本所得に歪曲がないと言われている

ノルウエーのケース，および２００１年から施行さ

れたオランダのボックス・システム（Box Sys-

tem）と呼ばれる分類所得税を取上げる。第Ⅴ

節では，日本の資本所得課税の現状の問題を指

摘し，その改革のあり方を示す。最終節では，

この論文を要約し，資産所得課税の今後の展開

についてふれる。
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Ⅱ．総合課税による資本所得への課税はなぜ困難か

Ⅱ－１．発生所得の算定

労働所得と資本所得を合算して課税する総合

課税によって資本所得に課税することがいかに

困難であるかについては，いくつかの例を通じ

て前節で述べた。ここでは，困難となる理由を

整理しておきたい。

所得は，１年のように一定の期間を通じて労

働や資本が得る報酬であるが，それを課税所得

として確定しようとすると，二つの大きな困難

に直面する。すなわち，その発生額をどうとら

えるか，および，期間内の価格の変化を所得の

算定にどのように反映させるかである。経済活

動は，多くの場合１年間で終わるわけではない。

設置した機械は何年かにわたって使うにもかか

わらず，毎年の使用価値を計算しなくてならな

い。また，労働報酬においても，退職金や年金

など，今発生しても，その支払いは将来に渡る

ものもある。

まず，発生所得の算定にともなう困難から検

討する。キャピタルゲインの場合であれば，保

有している資産を売却しなくても，１年間保有

することによって利得（損失）が生じる。たと

え資産を売却してこの利得を実現しなくても，

資産を担保に消費をすることが可能であれば，

所得としては，発生ベースでとらえるべきであ

る。しかし，資本市場が完全であるわけではな

いし，また，現実にはキャピタルゲインはあっ

ても，キャッシュのない人もいる。

したがって，課税所得としてキャピタルゲイ

ンを発生ベースでとらえることが困難となる。

その結果，キャピタルゲインを実現時に課税す

ることにすると，資産の売却時まで税金は課さ

れないので，税額は資産の保有者が調整するこ

とになる。そうしたなかで高い税率は，いわゆ

る資産凍結効果を生じさせる。すなわち，税制

が株式などの取引を阻害し，資産保有の流動性

を低めることになる。

キャピタルゲイン以外にも，一般的に，時間

を通じてコストが発生する時，発生ベースで所

得をとらえることは困難となる。資産の減価償

却額をどのように算定するかは，その典型的な

問題である。資産の物理的な耐用年数から求め

られる減価償却額は，資産の経済的な価値の減

価を表すものではない。仮に，２０年間走ること

ができるバスがあっても，その経済的な耐用年

数は２０年ではないであろう。IT関係の機械・

設備であれば，その物理的な耐用年数と経済的

なそれの乖離はもっと大きいだろう。

引当金や準備金のように，将来支払うことに

なるコストを現在発生したとして，引き当てる

コストもある。この場合には，将来時点で実際

にどのくらいのコストが発生するか不明確なこ

ともあり，現在時点でコストとして計上できる

額を明らかにすることは難しい。

このように減価償却にせよ，引当金・準備金

にせよ，コストは発生しているが一定の期間に

それをどのように割り当てるかが，きわめて困

難な場合がある。バブル経済以後であれば，不

良債権の償却額を一定の期間にどう割り当てる

かが，問題となる。そうした結果，企業会計上

と税務会計上のコストの算定が異なったり，ま

た，加速償却や租税特別措置による引当金・準

備金のように，政策的にコストを操作する場合

もある。

Ⅱ－２．価格の変化

発生ベースで資本所得を算定することの困難

に続いて，期間中に起きる物価の変化によって

課税所得が影響を受ける。キャピタルゲインで

あれば，インフレによって，利得が物価変化分

だけ水増しされる。そこに累進的な所得税率が

適用されれば，実質負担額は増加する。
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同様に減価償却の場合も，インフレが続くな

かで，償却資産の額を再評価しないで，取得価

格に基づいて償却を続ければ，資本所得は水増

しされる。こうした物価が所得に及ぼす影響は，

在庫評価を通じても生じる。

こうした物価変化のなかで生じる資本所得税

の問題をもっとも雄弁に語っているのが，「租

税裁定」である。これは，一定額を借り入れて，

同額を非課税かそれに近い資産に投資すること

によって利益を生み出すことを指している。そ

のからくりは，すでにこの論文の第Ⅰ節のなか

でふれた，借金をして住宅を買うケースと同一

である。

仮に，ある個人の限界税率が６０％で，借入金

の金利が２０％であるとする。この時，支払利子

が全額課税所得から控除されれば，この個人

とって借入金の実効金利は，２０・（１－０．６）＝

８％である。一方，住宅など実物投資や，その

他非課税ないし租税優遇措置の適用される資産

の税引き後の収益率が，８％を超えていれば，

借金をして同額をそうした資産に投資すること

によって，利益を上げることができる。いわば

錬金術みたいなものであるが，この租税裁定は，

限界税率の高い人に，より魅力的かつ現実的と

なる。北欧諸国で資本所得課税は不平等だとい

うことの背後には，こうした租税裁定が乱用さ

れたことがある。

さらに，租税裁定の結果，実物資産や非課税

資産の価格が上昇することとなる。すぐ上で述

べた租税裁定の場合であれば，住宅などの資産

や非課税資産の価格の上昇は，そうした資産か

らの税引き後の収益率が，８％に下がるまで続

く。すでにそうした資産を持っている人々は利

得を得て，これから資産を購入する人は，税制

の結果上がってしまった高い価格を支払うこと

になる。バブル経済の時の日本も，物価上昇率

は高くなかったが，資産価格の上昇は，土地を

担保にした借入れによって，ここで述べたのと

同様な仕組みで生じたと言ってよいであろう。

ただし，この場合は，個人よりも法人がそうし

た租税裁定に走ったのである。

このように総合課税による資本所得への課税

には，大きな困難がともなう。また，発生所得

の算定と課税所得の物価調整が困難ななかで，

税による収益率の歪曲が生じる。これは，機械，

建物，在庫などの資産間においても，借入れ，

内部留保や株式発行など資金調達方法などの違

いよっても生じる。こうしたなかで，総合課税

による資本所得課税のあり方に抜本的な改革が

必要であるという認識が，欧米諸国では確立し

ていったのである。

Ⅲ．所得税のファンダメンタル・リフォーム

Ⅲ－１．消費課税の理論

総合課税による資本所得への課税が困難であ

る時，資本所得課税のもっとも抜本的な改革は，

資本所得への課税を行わないことである。すな

わち，所得税を廃止し，課税ベースを所得から

消費にすることによって，資本所得への課税を

行わないことである。しかし，ここで注意すべ

きことは，消費に課税すると言っても，付加価

値税のように間接税として消費に課税するので

はなく，個人に直接的に課税する。これが支出

税の基礎となる考え方である。

また，課税ベースが消費であるとは明示的に

主張されていないが，実質的に消費課税となっ

ているものとしては，Hall-Rabushkaによるフ

ラット・タックスがある。これは，消費型付加

価値（すなわち，付加価値を計算する時，投資

費用を全額コストして控除したもの）を課税

ベースとして，それを個人と企業の両方で直接

的に課税する。

このように，方法は一つではないが，資本所
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得への課税を止め，個人や企業に直接的な方法

で課税することによって，消費課税を実現しよ

うという提案がなされている。こうした提案は，

資本所得税を廃止するという意味で，所得税の

ファンダメンタル・リフォームと呼ばれている。

しかし，所得課税を廃止し，消費に課税して

も，消費課税は所得課税との関係をいっさい

失ってしまうわけではない。所得税と消費への

課税をつなぐものは，毎年の所得にではなく，

個人の生涯にわたる労働所得である。この点を

明らかにするために，個人の生涯の予算収支を

考える。一生にわたって使った額と入った所得

を考えればただちに明らかなように，どのよう

な個人であれ，生涯にわたって自分が消費する

額と，子供などに与えた遺産・贈与の額の現在

価値は，生涯にわたって自分が労働によって得

た所得と親などから受取った遺産・贈与の額の

現在価値と等しい。ここで，与えた遺産・贈与

額から，受取った遺産・贈与額を引いた額の現

在価値を「純遺産・贈与額」とよぶと，次の関

係が成立する。

生涯の消費の現在価値＋純遺産・贈与額＝

生涯労働所得の現在価値

したがって，遺産・贈与まで含んで消費に課

税することは，生涯労働所得税となる。このよ

うに，消費課税は生涯の観点からみると一つの

所得税であると見ることができる。この関係は

また，個人が生涯にわたってどのように貯蓄や

投資を行おうと，公式の右辺に変化が生じない

限り，消費への課税は貯蓄や投資に対して中立

的（税によって貯蓄や投資の決定が歪められな

いこと）であることを意味する。総合課税では，

発生ベースで資本所得をとらえることが困難で

ある結果，税制は貯蓄や投資にネガティブな影

響を与えたり，資産選択や資本の配分を歪める

ことを指摘したが，消費への課税はそうした問

題を生じさせない。

このように消費課税は，所得税から切り離さ

れたものではない。しかし，消費課税によって，

所得税の根幹にあった，一定の期間内に発生す

る労働，資本や土地などの生産要素の報酬をど

のようにとらえるかという問題から解放される。

ここが，消費課税のもっとも重要なねらいの一

つである。以上，所得税のファンダメンタル・

リフォームとして，資本所得課税を廃止し，消

費課税を行うことの意味を考えた。続いて，そ

うした改革を実現するための具体的な提案であ

る支出税とフラット・タックスの仕組みについ

て述べる。

Ⅲ－２．支出税の仕組み

ここでは，支出税において消費への課税をど

のように行うのかについて，焦点を絞って論じ

る（支出税のより一般的な説明は，田近，２０００，

で行っている）。すでに述べたように，支出税

は，個人の一定期間（以下では，１年とする）

の支出に直接的に課税する。したがって，所得

税と同様に申告納税となる。

まず，毎年のすべての収入を求める。収入に

は，労働であれ，利子，配当，キャピタルゲイ

ンであれ，すべてその年に得た所得が含まれる。

ここでは評価の問題は生じない。すべて，実際

に取得した額である。また，所得税と大きく異

なることは，収入には借入金も含まれる。これ

も消費の原資となるからである。

第２に，このように合算された収入額から，

その年に貯蓄・投資した額を差し引く。これに

よって求まったネットの支出額が課税ベースと

なり，それに課税される。直接税なので，人的

控除が適用されたり，必要に応じて支出額に

よって異なる税率が課されることになる。

このように支出税では，総合課税の場合悩ま

された一定期間の所得の算定という問題から解

放され，課税支出額は，すべて実際の取引額

（すなわち，キャッシュフロー）から計算する

ことができる。しかし，「支出額＝収入－貯蓄

・投資額」によって支出額を求める時，新たな

問題が生じる。

まず，支出額を捕捉するには，収入とならん

で，１年間の貯蓄・投資額を捕捉しなければな
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らない。貯蓄・投資額は，課税期間の期首と期

末の資産残高の差として求めることができる。

すなわち，期末の資産残高から期首の残高を控

除した額が，その年の貯蓄・投資額となる。こ

のようにして貯蓄・投資額を定めるためには，

税務上個人の資産額を正しく申告させる必要性

がある。そのためには，個人資産を登録させる

ことも必要となる。

ここで，貯蓄・投資と言う場合，一般的には

金融資産を指している。しかし，金融資産とな

らんで，持ち家などの実物資産の購入も確かに

投資であるが，これには，持ち家に住むことに

よる消費（効用）もともなう。車などの耐久消

費財の場合も同様に，資産の購入の面では投資

であるが，乗車目的で購入したのであれば，そ

れは消費でもある。しかし，持ち家にせよ，耐

久消費財にせよ，購入後いつまで消費が可能で

あり，毎年の消費額はいくらであるかを決める

ことは困難である。

そこで，現実的な対応としては，実物資産の

購入を投資ではなく，すべて消費として考え，

購入した時点で課税することである。これを将

来にわたって続く消費への課税の先取りと考え

れば，支出税としての整合性を保つことができ

る。

このように，支出税を実際に施行するには，

金融資産の登録管理を徹底し，毎年の貯蓄・投

資額の捕捉を図ると同時に，実物資産を登録資

産からはずし，購入時に課税することが必要と

なる。住宅などの高額の支出を行う場合には，

それにともなう税額も大きくなることを考える

と，一定額以上の支出への課税は，分割払いを

認めることも必要となる。支出税は，資本所得

への課税を廃止し，貯蓄・投資に対して中立性

であるが，それは資産を野放しにすることを意

味していない。これは，資産の正しい捕捉がな

ければ支出額が定まらないからで，支出税にな

れば所得税の時と比べて，納税申告上の負担が

すべてなくなるというわけではない。

Ⅲ－３．フラット・タックスの仕組み

支出税は，個人の毎年の支出額を求め，それ

に課税することによって消費への課税を実現し

ようとしている。これに対して，フラット・

タックスでは，消費型の付加価値全体をにらん

で，それを企業の生み出した部分と家計（個

人）の生み出した部分にわけ，企業部分には

キャッシュフロー・タックス，家計部分には一

律課税を課す。

この仕組みをもう少していねいにみると，次

のようである。企業サイドでは，売上額から賃

金と投資を含むすべての投入コストを控除した

収入額（キャッシュフロー）に課税がなされる。

ここでは，支払い利子の控除はなくなり，所得

税の発想に立てば，個人の受取る利子，配当や

キャピタルゲインは，すべて企業段階の課税で

終わる。したがって，フラット・タックスでは，

支出税の場合に必要とされた，個人資産の登録

や管理は不要となる。また，それが可能となる

のは，以下に述べるように家計部分が生んだ付

加価値への税率と企業が生んだ付加価値への税

率が等しくされているからである。

一方，家計サイドでは，労働による報酬（お

よびその後年の受取り額である年金）のみが課

税対象となる。消費課税の理論で，生涯労働所

得税は，消費課税となることを示したが，フラッ

ト・タックスではまさに，この関係に着目して

消費課税を行おうとしている。フラット・タッ

クスのアイデアが議論される時，この労働報酬

への課税が，簡単な人的控除と一律課税によっ

て行われることが強調されることがあるが，フ

ラット・タックスの重要な点は，課税ベースを

付加価値に求め，企業と家計に帰属する付加価

値に同一のフラットな税率を課すことである。

このようにフラット・タックスは，その納税申

告書を見る限り，企業のキャッシュフローと家

計（個人）の労働所得への課税であるが，それ

を全体としてみると消費課税となっていて，所

得税のファンダメンタル・リフォームの一つと

なっている。
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Ⅳ．所得税改革による資本所得課税の改善

Ⅳ－１．包括的企業所得課税（CBIT : Compre-

hensive Business Income Tax）

総合課税による資本所得への課税によって生

じる問題を是正するためには，資本所得課税を

廃止することがもっとも抜本的な改革であるが，

支出税にせよ，フラット・タックスにせよ，現

実の制度として実現しているわけではない。そ

れぞれ所得税を根幹から変える制度なので，税

収効果や，移行にともなって生じる問題，およ

び他国の制度との国際的調整などで改革をつめ

きれないというのが実情であると思われる。こ

うしたファンダメンタル・リフォームに対して，

所得税の枠のなかで，資本所得への課税を改善

していこうという試みがなされている。そのい

くつかは，実際に新しい税制となって施行され

ている。ここでは，そうしたなかで，アメリカ

財務省の検討した包括的企業所得課税，北欧の

二元的所得税とオランダのボックス・システム

について述べる。いずれも，制度自身ではなく，

資本所得への課税がどのように改革されるかと

いう点に絞って検討を進めたい。

まず，アメリカの財務省の検討した，包括的

企業所得課税であるが，このアイデアがでてき

た背後には，借入れによって資金を調達して自

社株を買い戻すなどの，税制による企業行動へ

の影響についての危惧があった。企業経営に

とって借入れによる資金調達にはプラスとマイ

ナスの面があるが，過度の借入れへの依存は，

企業経営を不安定にする。そこで，アメリカ財

務省の報告書（U.S. Treasury，１９９２）では，資

金調達に中立的な仕組みをさぐり，おおむね以

下のような提言を行っている。

① 配当免除勘定（EDA : Excludable Dividend

Account）の創設。これは，配当への課税を

法人段階で済ませてしまうことを目的として

いる。かりに，１００ドルの課税前所得があり，

法人税率が３４％であるとする。この時，１００

―３４＝６６ドルはこの EDA勘定に計上され，

そこから行う配当には受取り段階でいっさい

課税しない。

② 内部留保による資金調達に対しては，配当

再投資プラン（DRIP : Dividend Reinvestment

Plan）を創設し，そこからなされる再投資に

はキャピタルゲイン税をかけない。上述の例

を続ければ，課税後所得である６６ドルから行

う再投資によるキャピタルゲインには課税し

ない。これによって，新株発行と内部留保に

よる資金調達が課税上同等の扱いを受けるこ

とになる。

③ 包括的企業所得課税（CBIT）の創設。以

上，EDAと DRIPによって新株発行と内部

留保の課税上のバランスはとれたが，支払利

子の控除が認められている限り，借入れによ

る資金調達が他の方法より有利となることに

は変化はない。そこで，支払利子に対しても

EDAと同様の考え方を適用して，課税所得

から支払利子の控除を認めない一方，EDA

勘定に計上された額を超えない利払いに対し

てはその受取りサイドである家計でも課税し

ない。このように EDA勘定の設定や DRIP

によって配当，内部留保と借入れのバランス

をとる仕組みを CBITとよぶ。

このようにして，法人部門で発生する資本所

得は，原則として法人部門で課税することにし

て，家計では課税しない。それによって，企業

の資金調達に対して税制が中立的となる仕組み

が示されている。この検討自身は，企業課税改

革に軸足をおいているが，所得課税全体からみ

ると，所得税のなかで資本所得課税を改善する

試みの一つとなっている。
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ここでも，個人サイドの最高限界税率を法人

所得税率である３４％とすることが前提であり，

それによって，資本所得への課税を法人段階で

完全に済ませることを意図している。このアイ

デアは，先に検討したフラット・タックスと酷

似している。ただし，大きな相違点は，フラッ

ト・タックスでは，企業のキャッシュフローを

課税ベースとし，個人とあわせて課税ベース全

体を付加価値としていたことである。これに対

して，包括的企業所得課税は総合課税から大き

く乖離するものの，所得課税のなかの改革であ

る。この提言のその後は，明らかでないが，企

業課税改革から所得税全体を改革するという考

え方や，キャピタルゲイン課税を実質的に廃止

すると同時に支払利子控除も認めないという主

張は受け入れられなかった。

Ⅳ－２．二元的所得税（Dual Income Tax）

ここでは，二元的所得税の考え方をもっとも

反映していると言われているノルウエーの制度

を検討する。すでに述べているように，二元的

所得税とは，資本所得と労働所得に対して別個

の税をかけることである。この制度は，ノルウ

エーでは１９９２年から施行に移されている。

改革の背後にあった事情もまたすでに述べた

ように，個人サイドでは，個人所得への高い限

界税率と総合課税による支払利子などの控除に

よって，資本所得課税は不平等な税制となった

ことがある。また。企業サイドでも，実効税率

を引下げるために導入されたさまざまな非課税

引当金や加速償却によって課税ベースが浸食さ

れ，資産間および業種間で実効税率の大きなバ

ラツキが生じたことによる。また，資本所得へ

の高い課税は，資本の国外逃避を呼ぶと同時に，

国内への資本の流入を阻害するという問題も生

じていた。以下では，こうした背景があって生

まれた二元的所得税のノルウエーの制度を概観

する（説明は，２０００年の資料に基づいている）。

① 所得は，一般所得（General Income）と個

人所得（Personal Income）に分けられる。一

般所得には，個人，自営業者や法人などすべ

ての納税者の労働所得と資本所得が含まれる。

金融資産や土地などから生じるキャピタルゲ

インもここに含まれる。ここにはまた，持ち

家の帰属家賃も含まれる。そして，支払利子

の控除が認められている。その他，所得を得

るために必要な費用や，個人であれば，人的

控除が認められている。税率は，一律２８％で

ある。

② 個人所得は，労働所得と年金からなってい

る。個人所得は，①で説明した一般所得とし

てその他所得と合算されて課税された上に，

独立した課税ベースとして扱われる。控除は

いっさい認められず，受取額自身に課税され

る。社会保険料率は，労働所得の７．８％，年

金受給額の３％であり，自営業者の労働所得

の１０．７％である。さらに，所得税の超過課税

が行われ，その税率は，１３．５％と１９．５％の２

段階の累進税率となっている。したがって，

一般所得としての課税をあわせて，労働所得

への限界税率は，４９．３％と５５．３％になってい

る。

③ 法人所得税は，１９９２年の改革にあたって，

引当金や加速償却などの見直しがされ，課税

ベースの拡大が図られた。一般所得として扱

われ，税率は２８％である。配当所得の二重課

税を回避するために，完全なインピュテー

ションが適用され，法人段階で支払った税金

は全額，税額控除される。キャピタルゲイン

についても，二重課税を避けるために，内部

留保に応じた株価の再評価を行う。すなわち，

株式の評価額を一株あたりの内部留保額分だ

け引上げ，キャピタルゲインは，この価格か

ら譲渡価格の差額とする。これによって，す

でに法人所得税のかかった内部留保所得への

二重課税を防いでいる。

④ 二元的所得税の困難な問題の一つは，自営

業者や同族会社（アクティブ・オーナーのい

る法人）において，所得を労働所得と資本所

得にどのように配分するかである。①と②で

明らかなように，労働所得への税率は，資本
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所得の税率よりもはるかに高いので，自営業

者や同族会社の経営者には，できるだけ多く

の所得を資本所得として申告する誘因が働く。

そこで，一定のみなし資本収益率を想定して，

それに基づいて資本所得を計算することに

よって，所得を資本所得と労働所得に配分す

る。この資本収益率は，機会費用としての利

子率を５％，投資のリスクプレミアムを５％

として，合計１０％とされている。

以上の説明から明らかなようにノルウエーで

は，せっかく資本所得と労働所得を分けて課税

しても，所得税から上げなくてはならない税収

が大きいので，労働所得には，一般所得と個人

所得の両方の税が課される。その結果，資本所

得と労働所得の税率には大きな格差が生じるこ

ととなる。また，同じ労働所得でも，一般所得

としてはその他所得との通算が認められ，投資

の損失が出た場合には，労働所得からの控除も

可能であるのに対して，個人所得では，受取額

の全額が課税所得となる。このように，ノルウ

エーの二元的所得税は，税収確保の強いプレッ

シャーのなかで，資本所得への課税は，さまざ

ま資産の間や，個人や法人の間などで，できる

限りの均一性を実現しようとしたものと理解す

ることができる。言い換えれば，総合課税のも

とで生じていた問題を解決するためには，ここ

までして，資本所得を労働所得から切り離さざ

るを得なかったと思われる。

Ⅳ－３．オランダのボックス・システム

オランダでも２００１年から資本所得課税の大き

な改革が施行に移されている。ここでは，法人

所得を除く所得を３つに分類している。この３

つの分類所得による課税をボックス・システム

と呼んでいるが，第１のボックスは，労働所得，

自営業者の所得（その資本所得と労働所得）お

よび持ち家の純帰属家賃（すなわち，帰属家賃

から住宅ローンの金利を控除したもの）からな

る。第２のボックスは，同族会社の所得からな

る。第３のボックスは，資産の純保有額（すな

わち，資産保有額から債務額を控除したもの）

である。この３つのボックスそれぞれにおいて

税金が課され，ボックス内では損失の繰戻しや

繰越しが認められるが，ボックス間の損益の通

算は認められていない。

資本所得に注目して，このボックス・システ

ムの特徴を指摘すると，資本所得への課税が，

資産保有税に代替されていることである。すな

わち，持ち家を除いた不動産とその他預金，株

式などの金融資産からなる第３のボックスでは，

その保有額の収益率を４％であるとみなして，

それに３０％，すなわち純保有額の１．２％の課税

を行う。したがって，第１のボックスに入って

いて，労働所得との通算の認められている持ち

家を除けば，すべての資産は等しく扱われてい

る。

このボックス・システムをノルウエーの二元

的所得税と比較すると，資本所得課税の難しさ

がわかってくる。ノルウエーの制度では，一般

所得にあらゆる所得，すなわち，労働所得も資

本所得も入っていた。したがって，借入金の支

払利子や資本譲渡にともなう損失は，その他す

べての所得から控除することができる。ただし，

インフレもおさまり，一般所得の税率は一律

２８％とされているので，以前のように金持ちが

とくに得をするというわけではないが，借金を

して家を買うようなことは金持ちに有利である

ことを考えれば，ノルウエーの制度には依然と

して問題は残る。

これに対して，オランダの場合には，ボック

ス１に入っている持ち家以外のその他の資産へ

の投資は，ボックス３でみなし保有税となって

いるので，損益通算の道はふさがれている。オ

ランダの所得税改革の重要なねらいの一つは，

キャピタルロスなどを通じた損益通算の範囲を

限定することにあったと思われる。そのために，

資本所得課税を労働所得への課税と切り離し，

かつ資本所得課税を資産保有税に代替したので

はないだろうか。それに対して，ノルウエーで

は，資産課税による多くの問題をかかえつつ，

なお，すべての投資に関して労働所得まで損益
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通算の範囲を広げている。お国振りと言えばそ

れだけの話であるが，こうした差異は，資本所

得課税の改革がいかに困難であるかを物語って

いる。

Ⅴ．日本の選択

Ⅴ－１．日本の資本所得課税と個人の資産選択

以上，総合課税において資本所得に課税する

ことがいかに困難であるか，そして，この問題

を解消するために資本所得を廃止し，消費に課

税ベースを求めるファンダメンタル・リフォー

ムと，所得税を生かしつつ，そのなかで資本所

得課税を改善していこうとするさまざまな考え

方を検討した。北欧の二元的所得税やオランダ

のボックス・タックスシステムは，総合課税か

ら離れつつも，資本所得課税を続けるために実

際に施行されている制度である。

こうした資本所得課税の展開のなかで，ここ

では，日本の資本所得課税の今後の選択につい

て考える。そこでまず，これまで検討してきた

資本所得課税の展開を踏まえて，日本の資本所

得課税には，二つの特徴があったことを指摘し

たい。すなわち，第一に，総合課税によって資

本所得に課税しようと試みたことは，シャウプ

勧告後のきわめて短い期間を除けばなかったこ

とである。資本所得課税には，さまざまな特別

措置が適用されてきた。第二の特徴は，欧米諸

国と違って，住宅ローンなどの支払利子を課税

所得から控除することが認められてこなかった

ことである。この二つの特徴の結果，日本では

資本所得課税が所得税の根幹を揺るがすような

事態は生じなかった。しかし，金融取引や不動

産取引のそれぞれに（多くの場合はアドホック

に）分離課税を張り巡らした日本のこれまでの

選択が望ましいわけではなく，今後の選択で見

落としてはならない視点を明確にする必要があ

る。

日本は，総合課税を行ったことはない。資本

所得課税のこの第１の特徴は，利子，配当への

課税，株式等譲渡益への課税や不動産の譲渡益

課税を見れば一目瞭然である。利子は源泉分離

課税であり，配当は所得税の本則では総合課税

として，配当税額控除が適用されるが，小額配

当には源泉分離課税が認められている。株式等

のキャピタルゲインは，取引税として長い間，

売買額への課税が行われてきた。その後，売却

時のみなし課税である源泉分離課税と申告分離

課税の選択となったが，申告分離課税に一本化

されようとしている。土地のキャピタルゲイン

もまた，分離課税とされ，バブル経済がはじけ

るまで非常に高い税率が課されてきた。また，

投資信託の課税は，リスクがある投資にもかか

わらず，預貯金と同様の扱いをしてきたなど，

多様化する金融取引に対して整合的な課税がな

されてきたわけではない。

このように日本では，資本所得への総合課税

は行われていない。戦後の経済復興とその後の

経済成長のなかで，高い限界税率をかかえたま

ま，資本所得への総合課税を行うべきではない

こと，そして行っても，利子所得をキャピタル

ゲインに変えるなどの租税回避を誘発するだけ

であるという認識が経済界や政府にあったと思

われる。実際，利子所得への課税強化をねらっ

た「グリーンカード制度」（１９８０年導入決定，８５

年廃止）が施行されようとすると，表面金利を

ゼロとして，利子所得をキャピタルゲインにか

えた商品（ゼロクーポン債）が市場に出回った

経験もある。

このように資本所得に分離課税を張り巡らし

た上で，個人サイドでは，住宅ローンの支払利

子の課税所得からの控除をいっさい認めなかっ

た。その政策的な意図は，行き過ぎた不動産投

資を抑えることにあったが，それに加えて，個

人にまずは預金を促し，それを原資にして銀行
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を通じた間接金融によって産業界に資金供給を

行いたかったのだと思われる。そうした資本市

場の誘導策のなかで，個人は，銀行に預金をし

て，家を買うことを資産選択の基本方針として

きた。支払利子の控除の道が閉ざされているな

かで，これが，マイホームを手にする最善の方

法であった。

しかし，バブル経済も崩壊し，土地神話も消

え去った現在でも，個人の資産選択は預貯金や

保険などへの偏重が続いている。その様子を示

したのが表１である。この表は，『国民経済計

算』のストック統計によって，家計の資産選択

を見たものである。まず，第２欄の資産総額に

しめる金融資産の割合は，バブル崩壊後上昇し

ている。これは，地価の下落を反映したもので

ある。つぎに，金融資産にしめる現金・預金な

ど金融資産の割合を見ると，現金・預金がほぼ

５０％であり，それに保険・年金を加えると８０％，

そして主として国債と思われる株式以外の証券

を加えると９０％近くになる。この最後の比率

は，１９９０年の８０％から１０％近く上昇している。

一方，株式の割合は１９９０年以降漸次減少し，

１０％を下回る状態となっている。

バブルの崩壊，そして将来が不透明ななかで，

家計は安全資産への選好を強めている。それ自

身は理解ができるが，今後，日本経済としては，

銀行や郵便貯金を通じた資金供給から直接金融

を通じたリスク・テイキングな投資が必要とな

るなかで，家計の資産選択の幅が広がることは

重要である。政策として家計を誘導して，そう

した選択をさせることは，間接金融への誘導策

が行き詰まりとなったことを考えれば，望まし

くない。しかし，これまでの日本の資本所得税

制が，家計の資産選択の幅を狭めているのであ

れば，資産選択の中立性を高めるという意味で，

見直しが必要である。

Ⅴ－２．資本所得課税の改革

日本の資本所得課税のどこを改革するべきな

のであろうか。以下では，税制を通じた投資の

リスクシェアの必要性，個人所得と法人所得の

税率調整，および労働所得への課税が資本所得

表１ 家計（個人企業を含む）の資産選択

暦年

金融資産総額の期

末資産にしめる割

合 ％

金融資産総額にしめる各金融資産の割合 ％

①現金・預金 ②＝①＋
保険・年金準備金

③＝①＋②＋
株式以外の証券

株式・出資金

１９９０ ３６．２ ４８．２ ６９．０ ８０．２ １３．８

１９９１ ３９．０ ４８．７ ７０．１ ８１．０ １２．９

１９９２ ４１．０ ５０．８ ７４．１ ８５．４ ９．５

１９９３ ４３．１ ５０．６ ７５．０ ８５．９ ９．６

１９９４ ４５．２ ５０．２ ７４．９ ８４．８ １１．１

１９９５ ４７．２ ５０．６ ７６．３ ８５．５ １０．７

１９９６ ４８．１ ５１．３ ７７．８ ８６．７ ９．６

１９９７ ４９．３ ５２．９ ７９．７ ８７．５ ８．７

１９９８ ４９．５ ５５．３ ８３．１ ９０．３ ６．１

１９９９ ５２．０ ５３．４ ８０．３ ８６．８ １０．０

２０００ ５３．２ ５３．６ ８１．８ ８８．２ ８．５

（出所）内閣府経済社会総合研究所編，『国民経済計算』，第２部ストック編，制度部門別勘定，５７４―５７５ペー

ジより筆者計算，２００２年。
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と比べて相対的に高くなるなかで必要となる労

働所得税の改革について述べる。

日本の資本所得課税のもっとも大きな問題は，

金融および実物（土地など）のさまざまな資産

から生じる所得の一つ一つに分離課税を設けて

いることによって，投資から生じるリスクを保

有する資産全体でシェアすることが不可能と

なっていることである。すなわち，株式等の投

資による損失は課税所得から控除できるとされ

ているが，株式等の譲渡益の範囲でしか控除で

きない。また，投資信託の分離課税のところで

述べたように，危険資産である投資信託を課税

上預貯金と同様に扱うことによって，投資損失

の控除を妨げている。

資本所得課税は，税が取れればそれでいいわ

けではない。投資による損失の繰戻し，繰延べ

や，その他所得からの控除を認めることによっ

て，投資リスクを分散させ，資本市場が，投資

リスクを吸収する力を高めることが重要である。

そのために税制を通じて，国は投資リスクを投

資家である家計とシェアすることが必要となる。

この観点に立つと，二元的所得税やオランダ

のボックス・システムがそうであるように，資

本所得をできるだけ広い範囲で一つにまとめる

ことが重要である。ただし，ここで二つの問題

が生じる。第一に，投資損失の控除（その他所

得との通算）の範囲をどこまでとするか。ノル

ウエーの二元的所得税であれば，すべての所得

をまとめて，その間で投資損失の控除を認めて

いた。したがって，ここには持ち家からの帰属

所得も不動産投資によるキャピタルゲイン（ロ

ス）も含まれていた。オランダのケースであれ

ば，持ち家はその他の資産と別個に扱われてい

た。資産にはみなし保有税が課されていたが，

この部分で閉じていて，労働所得からの課税と

は切り離されていた。

このように，投資リスクのシェアの範囲をど

こまでとするかは，さらに検討が必要である。

金融資産からの所得の間での損失控除をまず実

行し，それに不動産投資を含めるか，さらには，

労働所得まで含めるかについて検討を行うべき

である。

資本所得の課税範囲を広げる上でつぎに問題

となるのは，支払利子の控除をどのように扱う

かである。産業投資優先の時代が終わって，不

動産への投資を金融資産への投資と分け隔てる

理由はなくなったと思われる。ノルウエーやオ

ランダでは，持ち家について，評価額は実態よ

りはるかに低いにせよ，帰属家賃を計算してそ

こから住宅ローンの金利の控除を認めている。

これを日本でも行うのか。そして，その場合，

投資損失の控除の範囲と同様に，支払利子を控

除できる所得の範囲をどこまでとするのか。い

ずれも，これまでの日本の資本所得課税を大き

く変え，家計の資産選択にも大きな影響を与え

る改革であるので，資本所得税の全体を見なが

らの検討が必要である。

日本の資本所得課税改革の第２の大きな視点

は，個人と法人の所得への税率をできるだけ等

しくすることである。フラット・タックスやア

メリカ財務省の検討した包括的企業所得税の提

案に示されていたように，個人と法人の所得税

率が同一であれば，資本所得課税は法人段階で

行って，個人では行わないという選択がありえ

る。この場合には，個人でも，企業でも支払利

子の控除を認めない。いずれも，実際に施行さ

れた提案ではないが，今後資本の国際移動がま

すます激しくなると，きわめて簡素な源泉課税

を除いて，個人段階で資本所得課税を行うこと

は不可能になるかもしれない。

この点は，二元的所得税でも重要であった。

個人（および自営業者，同族経営者）であれ，

法人であれ，すべての所得はいったん「一般所

得」として扱われ，そこで，個人と法人の所得

は等しい率で課税された。これは，組織形態の

選択による課税逃れを防ぐことを目的の一つと

しているが，個人と法人の税率が等しいことに

よって，配当の二重課税調整がきわめて簡単に

なるなどの効果もある。このように，今後資本

所得をめぐって事態がどのように展開しても，

個人と法人の所得税率を等しくしておくことは

重要である。
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資本所得改革の第３の視点は，労働所得課税

の見直しも必要となることである。今後，資本

の国際移動がますます活発になるなかで，資本

所得課税は廃止の可能性を含め，税率はしだい

に下がっていくであろう。そうしたなかで，必

要な税収の一部を消費税に求めるとしても，労

働所得の税負担も高くなるであろう。その時，

現在の日本のように所得税の諸控除が大きいま

まであれば，税率をさらに上げざるをえない。

これは，高額所得者の租税回避を招くなど，望

ましくない副次的な効果を及ぼす。

そこで，所得控除を思い切って減らし，課税

ベースを広げることによって，負担をなめらか

にする必要性がある。しかし，そのままでは，

所得の低い層の負担を著しく増大させる。これ

を回避し，かつ所得税の累進性を高めないため

の工夫の一つは，税負担の軽減をとくに必要と

する人々に対してタックス・クレジット（税額

控除）を与えることである。投資のリスクシェ

アの場合と同じく，ここでも税は取るだけでな

く，与えるためのための仕組みとなる。

イギリスや，アメリカでは，労働することを

条件とした，タックス・クレジット（Working

Family Tax Creditや Earned Income Tax Credits）

が，低所得者層の救済策として定着してきてい

る。また，この論文では触れなかったが，オラ

ンダは２００１年の所得税改革において，所得税の

人的控除を廃止し，その代わりに，納税者に一

律のタックス・クレジットを認めた。また，そ

のほか，低所得者や子供を抱えた家族や個人に

対しもさまざまなタックス・クレジットを創設

した。日本では給与所得控除の見直しの必要性

が指摘されているが，オランダでは所得控除に

代わって，「雇用者クレジット」が新たに設け

られている。

この他，税制と直接関係しているわけではな

いが，家計の資産選択の幅が広がる契機の一つ

として，個人年金勘定を通じた投資がある。ア

メリカでは，確定拠出型年金である４０１（K）年

金は，個人が投資している。これが，アメリカ

の家計の株式投資を支える要因の一つであると

言われている。日本では，年金のほとんどは公

的年金で，個人が老後の所得のために資産を運

用する機会が与えられてこなかった。報酬比例

部分の年金を民営化し，個人勘定に移すことに

よって，今後，個人投資の可能性は飛躍的に増

大する。これもまた，家計を資本市場に誘導す

るという視点からではなく，老後の所得の重要

な部分は自分で管理するという面で重要である。

Ⅵ．おわりに

この論文は，資本所得課税の展開をさぐるな

かで，資本所得課税に関する日本の選択を明ら

かにすることを目的としていた。検討は，資本

所得課税の理論から始めた。そこでは，総合課

税による資本所得への課税には，所得を発生時

点でとらえることに困難があることを指摘した。

そして，この困難は，物価が変化する場合に増

幅することを示した。こうした問題に加えて，

高い限界税率のもとで資本所得への総合課税が

なされると，資本所得課税は，むしろ不平等税

制となる。この問題は，１９７０年代から８０年代の

全般にかけて，欧米では猛威をふるった。

そうしたなかで，資本所得課税の見直しが，

これらの諸国の税制改革の焦点となった。一方，

経済のグローバル化のなかで，資本の国際移動

が激しくなり，資本所得への課税はますます難

しくなってきている。

続いて，資本所得の改革を資本所得課税の廃

止を前提とするファンダメンタル・リフォーム

と，所得税を生かしつつ，資本所得課税を改善

する考え方にわけて検討した。ファンダメンタ

ル・リフォームとして，支出税とフラット・
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タックスを取上げた。支出税では，個人の支出

額を算定してそれに課税するのに対して，フ

ラット・タックスでは，経済全体では消費型の

付加価値に課税するが，それを企業と個人に配

分して課税する。その結果，企業ではキャッシュ

フローが，個人では労働所得が課税ベースとな

る。いずれも，大きな税制改革であるので，実

際の制度として施行されていない。

所得税の枠内での資本所得税の改革として，

包括的企業課税，二元的所得税，およびオラン

ダのボックス・システムを検討した。包括的企

業課税は，企業の資金調達の中立性を達成する

一つの仕組みとしてアメリカの財務省が検討し

たものである。その結論は，企業と個人所得の

税率が一致していれば，企業段階で支払利子の

控除を認めず課税することによって，個人の受

取る資本所得への課税を代替することできると

いうものであった。

二元的所得税としてノルウエーのケースを検

討した。資本所得に対する税の歪曲をできるだ

け少なくするが，所得税からの税収も確保した

い。そうした背反する目的を達成するために，

すべての所得を含む「一般所得」と，労働所得

だけからなる「個人所得」の二つのグループを

設けて，「一般所得」には「個人所得」と比べ

て低い一律の税率が課されることになった。オ

ランダのケースでは，持ち家を除く資産を一つ

のグループ（ボックス）に入れて，そこでは，

資本所得ではなく，一定のみなし（保有）資産

課税が行われることになった。

以上を踏まえて，日本の資本所得課税には二

つの特徴があること，すなわち，総合課税は施

行されてこなかったこと，および，銀行を通じ

た間接金融を重視したため，家計には住宅ロー

ンの支払利子控除を認めてこなかったことを指

摘した。そうした日本の資本所得税の改革とし

て，家計が危険資産に投資することによって生

じる損失を国も税制を通じてシェアしていくこ

との重要性，個人と法人の所得税率をできるだ

け等しくすること，および今後，相対的に負担

の高まる労働所得への課税も同時に見直すこと

の重要性とそのための一つの工夫である，タッ

クス・クレジット（税額控除）について述べた。

こうした資本所得課税についての検討を通じ

て感じることは，二元的所得税であれ，オラン

ダのボックス・システムであれ，資本の国際移

動がさらに激しくなるなかで，けっして安定し

た制度ではなく，今後さらに改革がなされるだ

ろうということである。アメリカのかかえる問

題もまた大きい。アメリカの連邦政府は，消費

への課税を行っていない。いわば所得課税一本

槍である。世界中で資本所得課税の改革が進む

中で，不完全なものではあっても総合課税を維

持しつづけることは可能であろうか。アメリカ

が，将来フラット・タックスなどによるファン

ダメンタル・リフォームを断行する可能性もあ

るかもしれない。

このように考えてくると，とりあえずは分離

課税を張り巡らし，それがずっと続いている日

本の資本所得は，時代に取り残されるように思

われてくる。銀行を通じた資金供給ルートがほ

ころび，これからますます海図のない世界で個

人や企業がしのぎを削るなかで，資本所得課税

は，最低限，リスクに対してもっとフレキシブ

ルでなければならない。
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